
 

第６０号議案 

 

 

 

   令和７年度芦屋市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 

  令和７年度芦屋市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ186,199千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ49,344,199千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。 

 

 

 

   令和７年８月２９日提出 

 

 

 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    
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22 7,860,233 85,684 7,945,917

2 国庫補助金 2,261,624 85,684 2,347,308

26 4,091,608 99,715 4,191,323

1 基金繰入金 4,005,461 99,715 4,105,176

28 1,395,841 800 1,396,641

20 雑入 1,105,170 800 1,105,970

49,158,000 186,199 49,344,199

国庫支出金

繰入金

諸収入

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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2 4,632,041 20,000 4,652,041

2 徴税費 587,240 20,000 607,240

3 19,223,095 131,922 19,355,017

1 社会福祉費 7,815,893 117,875 7,933,768

3 児童福祉費 7,556,143 14,047 7,570,190

8 6,421,076 30,030 6,451,106

4 都市計画費 4,589,398 30,030 4,619,428

9 1,764,741 800 1,765,541

9 消防費 1,764,741 800 1,765,541

10 6,209,713 3,447 6,213,160

5 幼稚園費 294,204 0 294,204

6 社会教育費 1,295,851 0 1,295,851

7 保健体育費 1,062,034 3,447 1,065,481

49,158,000 186,199 49,344,199

教育費

歳　　出　　合　　計

歳　　出

総務費

民生費

土木費

消防費

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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　 追　加

　　　自然学校バス借上業務

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

第 ２ 表 債

60-4

令和７年度から令和８年度まで 7,031

期　　　　　　　　　　　　　間

（単位　千円）

 務 負 担 行 為 補 正 

限　　　　　　度　　　　　　額
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１　総　　括

（歳　　入）

22 国庫支出金 7,860,233 85,684 7,945,917

26 繰入金 4,091,608 99,715 4,191,323

28 諸収入 1,395,841 800 1,396,641

49,158,000 186,199 49,344,199歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円
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（歳　　出）

2 総務費 4,632,041 20,000 4,652,041

3 民生費 19,223,095 131,922 19,355,017

8 土木費 6,421,076 30,030 6,451,106

9 消防費 1,764,741 800 1,765,541

10 教育費 6,209,713 3,447 6,213,160

49,158,000 186,199 49,344,199

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

20,000

81,185 59,675 △8,938

30,030

800 0

4,499 △1,052

85,684 0 60,475 40,040

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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計 1,105,170 800 1,105,970

２８款　諸収入 800千円

２０項　雑入

9 4,706 800 5,506消防費雑入

800千円

計 4,005,461 99,715 4,105,176

3 43,690 59,675 103,365特定目的基金繰入金

２６款　繰入金 99,715千円

　１項　基金繰入金

1 3,961,771 40,040 4,001,811財政基金繰入金

99,715千円

計 2,261,624 85,684 2,347,308

2 349,894 85,684 435,578総務費補助金

２　　歳    入

２２款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

 千円

85,684千円

85,684千円

 千円

目 補正前の額 補　正　額 計

 千円
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　２２款　国庫支出金　２６款　繰入金　２８款　諸収入

　コミュニティ助成事業助成金 800

消防費雑入 8009 ・都市政策部都市基盤室防災安全課

　公共施設等整備基金取りくずし 59,675備基金繰入金

・都市政策部都市戦略室都市政策課公共施設等整 59,6752

　財政基金取りくずし 40,040金

財政基金繰入 40,0401 ・総務部財務室財政課

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 62,831

・こども福祉部福祉室地域福祉課

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 22,853助金

・企画部市長公室政策推進課総務管理費補 85,6841

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円
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40

務費 国庫補助金

845,10201 児童福祉総 845,102 △4040

計 117,8757,815,893 7,933,768 △8,83167,031 59,6750

　３項　児童福祉費

　３款　民生費
14,047千円

131,922千円

59,675

費 基金繰入金

3,088,40859,6753 障害者福祉 3,028,733 59,675

4,200

業費 国庫補助金

477,1914,2002 社会福祉事 472,991 4,200

62,831

務費 国庫補助金

　１項　社会福祉費

　３款　民生費
117,875千円

131,922千円

723,40154,0001 社会福祉総 669,401 △8,83162,831

計 20,000587,240 607,240 20,0000 00

341,26820,0002 賦課徴収費 321,268 20,000

３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　総務費

　２項　徴税費 20,000千円

20,000千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円
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　　２款　総務費　　３款　民生費

財源更正

59,675　　消防設備設置工事費

　14 工事請負費 59,675

○みどり地域生活支援センターに要する経費 59,675

14 59,675工事請負費 ・こども福祉部福祉室障がい福祉課

4,200　　こども食堂等物価高騰対策支援金

　18 負担金、補助及び交付金 4,200

及び交付金 ○地域福祉活動推進事業 4,200

18 4,200負担金、補助 ・こども福祉部福祉室地域福祉課

54,000　　物価高騰対応重点支援給付金

　18 負担金、補助及び交付金 54,000

及び交付金 ○物価高騰重点支援給付金事業に要する経費 54,000

18 54,000負担金、補助 ・こども福祉部福祉室地域福祉課

20,000償還金 　22 償還金、利子及び割引料 20,000

及び割引料 ○賦課事務費（過誤納還付金及び加算金） 20,000

22 20,000償還金、利子 ・総務部財務室課税課

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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　５項　幼稚園費

１０款　教育費
0千円

3,447千円

268,68201 園管理費 268,682 △372372

計 8001,764,741 1,765,541 00 8000

800

雑入

156,2018004 災害対策費 155,401 800

計 30,0304,589,398 4,619,428 30,0300 00

　９項　消防費

　９款　消防費

800千円

800千円

費

　４項　都市計画費

　８款　土木費
30,030千円

30,030千円

2,078,49030,0304 都市再開発 2,048,460 30,030

計 14,0477,556,143 7,570,190 △10714,154 00

14,114

国庫補助金

4,235,93314,0472 保育所費 4,221,886 △6714,114

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　３款　民生費

　３項　児童福祉費 14,047千円

131,922千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円
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　　３款　民生費　　８款　土木費　　９款　消防費　１０款　教育費

財源更正

800　　コミュニティ助成事業助成金

　18 負担金、補助及び交付金 800

及び交付金 ○防災総合訓練及び啓発に要する経費 800

18 800負担金、補助 ・都市政策部都市基盤室防災安全課

30,030　　公共施設修正設計等業務委託料

　12 委託料 30,030

○ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経費 30,030

12 30,030委託料 ・都市政策部都市基盤室都市整備課

14,047　　私立保育所等物価高騰対策支援金

　18 負担金、補助及び交付金 14,047

及び交付金 ○私立保育所等に要する経費 14,047

18 14,047負担金、補助 ・こども福祉部こども家庭室ほいく課

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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計 3,4471,062,034 1,065,481 03,447 00

3,447

国庫補助金

794,9063,4472 学校給食費 791,459 3,447

計 01,295,851 1,295,851 △680680 00

　７項　保健体育費

１０款　教育費

3,447千円

3,447千円

680

国庫補助金

　６項　社会教育費

１０款　教育費

0千円

3,447千円

189,02605 図書館費 189,026 △680680

計 0294,204 294,204 △372372 00

372

 千円

国庫補助金

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

１０款　教育費

　５項　幼稚園費 0千円

3,447千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円

60-16

　１０款　教育費

　10 需用費 969

○学校給食運営費（中学校） 969

　10 需用費 2,478

3,447賄材料費 ○学校給食運営費（小学校） 2,478

10 3,447需用費 ・教育部学校教育室保健安全・特別支援教育課

財源更正

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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令和７年度一般会計補正予算（第１号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 49,158,000千円

現計予算額： 49,158,000千円

補 正 額： 186,199千円

補正後予算額： 49,344,199千円 （＋186,199千円）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額

（補正額の内訳）

① みどり地域生活支援センタースプリンクラー設備設置工事費追加 ＋ 59,675千円 （＋ 0千円）

② 物価高騰重点支援給付金（不足額給付）事業に要する経費追加 ＋ 54,000千円 （△ 8,831千円）

③ 重点支援地方交付金(追加分)事業費追加 ＋ 21,694千円 （△ 1,159千円）

④ ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経費追加 ＋ 30,030千円 （＋ 30,030千円）

⑤ 市税等に係る還付金追加 ＋ 20,000千円 （＋ 20,000千円）

⑥ コミュニティ助成事業費（地域防災組織育成助成事業）追加 ＋ 800千円 （＋ 0千円）

補 正 額 ： ＋ 186,199千円 （＋ 40,040千円）

※ （ ）内は市負担額（一般財源及び市債）

60-18
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【別紙】…前頁①～⑥に係る歳出予算の補正内容

（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源

民生費‐社会福祉費‐障害者福祉費

みどり地域生活支援センタースプリンクラー設
備設置工事費追加

民生費‐社会福祉費‐社会福祉総務費

物価高騰重点支援給付金（不足額給付）事業に
要する経費追加

民生費‐社会福祉費‐社会福祉事業費

こども食堂等に対する物価高騰対策支援事業に
要する経費追加

民生費‐児童福祉費‐保育所費

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業に
要する経費追加

③

＋4,200 ＋4,200

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた私立保育所等に対
し、安定した保育サービスの提供を継続できるよう、負担軽減等を目的と
し支援するもの。
【支給対象】
民間の事業者が運営する保育所（8か所）、認定こども園（9か所）、幼稚
園（1か所）、地域型保育事業所（4か所）
【支援額（1施設当たり）】
700円×定員数×12か月
※給食提供日が5日に満たない場合、給食提供日数に応じて単価を減算
※送迎がある場合は、燃料費の上昇を踏まえ加算

＋14,047 ＋14,047

△ 8,831②

昨年度に実施した調整給付の支給額に不足が生じる方に差額を支給する不
足額給付について、国より対象者の詳細が示されたこと等により、予算が
不足する見込みであるため追加するもの。
また、給付対象者数の増加による事務費分の交付金増額に伴う財源更正を
行うもの。

【制度概要】
○不足額給付-１
令和6年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのちに、本来給付すべ
き所要額と、調整給付額との間で差額が生じた方に対して、その差額を支
給
○不足額給付-２
本人及び扶養親族等として定額減税対象外であり、かつ低所得世帯向け給
付の対象世帯の世帯主・世帯員にも該当しなかった方に対して、1人あたり
原則4万円を支給

＋54,000 ＋62,831

フードドライブ等からの支援を受けながら運営しているこども食堂及び地
域食堂に対し、安定的な運営の維持を図るため支援するもの。
【支給対象】
市内のこども食堂・地域食堂（6か所を想定）
【支援額（1食堂当たり）】
利用者1人当たり250円×年間利用人数

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

①
みどり地域生活支援センターに、消防法令で設置が義務付けられているス
プリンクラー設備（パッケージ型自動消火設備）を設置するもの。

＋59,675 ＋59,675
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

教育費‐保健体育費‐学校給食費

学校給食支援事業費追加

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経
費追加

総務費‐徴税費‐賦課徴収費

市税等に係る還付金追加

消防費‐消防費‐災害対策費

コミュニティ助成事業費（地域防災組織育成助
成事業）追加

合　計 ＋186,199 ＋85,684 ＋0 ＋60,475 ＋40,040

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金・市債以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を計上。

③

国の令和6年度補正予算に係る「重点支援地方交付金」で措置していない、
市立就学前施設等（幼稚園、保育所・認定こども園、児童発達支援事業所
（すくすく学級）、図書館）の光熱費高騰分に充当することにより、安定
的な運営の継続を図るもの。

＋0 ＋1,159 △ 1,159

食材価格高騰の影響を踏まえ、市立小中学校の学校給食の栄養バランスや
質・量を保つため、賄材料費を追加する一方、給食費の保護者負担額につ
いては、市の負担により改定前の金額に据え置くことで、保護者の負担軽
減を図るもの。
【内訳】小学校：2,478千円、中学校：969千円

＋3,447 ＋3,447

④ ＋30,030

過年度に実施したＪＲ芦屋駅南地区におけるペデストリアンデッキ等の公
共施設詳細設計について、関係機関との設計協議等により既設計の一部を
修正する必要が生じ、昨年度から修正設計を進めている。関係機関に加
え、令和6年10月に公募により決定した特定建築者とも連携した設計及び施
工に向けた協議の結果、地質調査の追加、ペデストリアンデッキ基礎の変
更、自転車駐車場の変更、パースの作成及び未確定であった土地境界の確
定等の業務が必要となったため、これらに要する経費を追加するもの。

＋30,030

既存事業への充当（財源更正）

＋800⑥

奥池町自治会・自主防災会が実施する備品整備事業について、今年度にお
ける（一財）自治総合センターのコミュニティ助成事業に採択されたこと
に伴い、当該補助金を追加するもの。
【備品内容】無線機　40,000円×20個

＋800

⑤
個人市県民税及び法人市民税において、申告に基づく高額の還付が想定を
超えて生じたため、還付金の予算不足額を追加するもの。

＋20,000 ＋20,000
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１　 事 業 名

２　 事 業 場 所

３　 事 業 概 要

４　 補 正 理 由

５　 補 正 金 額 ５９，６７５千円

６　 配 置 図

事　　業　　概　　要

みどり地域生活支援センタースプリンクラー設備設置工事

消防設備の未設置期間については、消防法に基づき、現状１名しか受け入
れができておらず、早期に消防設備を設置し、２名定員での受け入れを開
始する必要があるため。

市立みどり地域生活支援センターの短期入所事業において、消防法第４条
の規定に基づく立入検査が実施された結果、障害支援区分４以上のかたが
概ね８割を超える短期入所について設置義務となっているスプリンクラー
設備が未設置であることが判明したため、パッケージ型自動消火設備を設
置するもの。

芦屋市新浜町3番2号

60-21



■ 重点支援地方交付金(追加分)の配分上限額 （単位：千円）

22,853

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

こども食堂等に対する物価高騰対策支援事業 4,200 4,200 補正予算第1号

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業（令和７年度分） 14,047 14,047 補正予算第1号

学校給食支援事業（追加分） 3,447 3,447 補正予算第1号

市立就学前施設等に対する光熱費高騰対策支援事業 7,516 1,159 R7当初予算

29,210 22,853

＜参考＞これまでに交付決定された重点支援地方交付金（令和６年度・令和７年度）（予算ベース）
■ 重点支援地方交付金の配分上限額 （単位：千円）

134,451

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

障がい福祉サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業（繰越して実施） 9,100 9,100 補正予算第8号

介護保険サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業（繰越して実施） 38,000 38,000 補正予算第8号

障がい児通所支援事業所に対する物価高騰対策支援事業（繰越して実施） 4,900 4,900 補正予算第8号

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業（繰越して実施） 6,003 6,003 補正予算第8号

ひとり親世帯への生活支援給付金支給事業（繰越して実施） 14,264 14,264 補正予算第8号

放課後児童健全育成事業所に対する物価高騰対策支援事業（繰越して実施） 224 224 補正予算第8号

省エネ家電製品購入促進事業（事業者） 400 400 R6当初予算

省エネ家電製品購入促進事業（市民） 9,600 9,600 R6当初予算

省エネ設備導入のための大規模改修促進事業 4,000 4,000 R6当初予算

市立学校に対する光熱費高騰対策支援事業 158,453 12,960 R6当初予算

244,944 99,451

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

ひとり親世帯への生活支援給付金支給事業 1,922 1,922 R7当初予算

保育所等給食支援事業 930 930 R7当初予算

学校給食支援事業 24,000 24,000 R7当初予算

省エネ家電製品購入促進事業（事業者）（令和７年度分） 400 ※ R7当初予算

省エネ家電製品購入促進事業（市民）（令和７年度分） 9,600 8,148 R7当初予算

省エネ設備導入のための大規模改修促進事業（令和７年度分） 4,000 ※ R7当初予算

市立学校に対する光熱費高騰対策支援事業（令和7年度分） 125,653 ※ R7当初予算

166,505 35,000

※他事業での交付金充当額の不用額などを踏まえ、総事業費の範囲内で充当

推奨事業メニュー枠

重点支援地方交付金（推奨事業メニュー枠分）の配分上限額と同交付金の対象事業

推奨事業メニュー枠

対象事業

事　業

小　計

対象事業（令和７年度に予算化）

事　業

小　計

対象事業（令和６年度に予算化（一部、令和７年度に繰越））

事　業

小　計
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